
証券コード 5983
令和５年６月８日

（電子提供措置の開始日令和５年６月５日）

株 主 各 位
千葉県松戸市上本郷 167 番地

代表取締役社長 内 田 秀 吾

第73回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第73回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第73回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト https://www.iwabuchi.co.jp/ir/

上記ウェブサイトにアクセスして、IRニュース「2023年」の「第73回定時株主総
会招集ご通知」をご覧ください。
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
なお、当日ご出席されない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を

行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
令和５年６月27日（火曜日）午後５時15分までに議決権を行使してくださいますよう
お願い申し上げます。

敬具
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記

１. 日 時 令和５年６月28日（水曜日）午前10時
２. 場 所 千葉県松戸市上本郷167番地

当社会議室（末尾の会場案内図をご参照ください。）
３. 目 的 事 項
報 告 事 項 (１)第73期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

事業報告および計算書類報告の件
(２)第73期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 退任取締役(監査等委員である取締役を除く。)に対し退職慰労金

贈呈の件
４．その他招集にあたっての決定事項

(１)議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表
示をされたものとして取り扱わせていただきます。

(２)書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、イ
ンターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

以上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事

項および修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権の行使についてのご案内
１．郵送（書面）による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和５年６月27日（火曜
日）午後５時15分までに到着するようご返送ください。

２．インターネット等による議決権行使の場合
インターネット等により議決権を行使される場合には、以下の「インターネッ

ト等による議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、令和５年６月27日（火曜日）
午後５時15分までに行使してください。

「インターネット等による議決権行使のご案内」
インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承

いただきますよう、お願い申し上げます。
１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネット等による議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ
ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

【議決権行使ウェブサイトアドレス】 https://www.web54.net
２．議決権行使のお取り扱いについて
(1) パソコンおよび携帯電話をご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従っ
て賛否をご入力ください。

(2) スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブ

サイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー
ド」および「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサ
イトから議決権を行使できます。
なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度ＱＲ

コードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および
「パスワード」を入力いただく必要があります。
（「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

(3) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者
の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．パスワードおよび議決権行使コードのお取り扱いについて
(1) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための

重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取り扱いください。
(2) パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効

です。
４．システムに関するお問い合わせ先について

本サイトでの議決権行使に関するパソコンの操作方法等がご不明な場合は、下
記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］0120（652）031 （受付時間 9：00～21：00）
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株 主 総 会 参 考 書 類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
１．期末配当金に関する事項

第73期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を
勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金100円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は107,403,300円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
令和５年６月29日といたしたいと存じます。

２．剰余金についてのその他の処分に関する事項
別途積立金の積み立てにつきましては、当社は企業価値向上に向け積極的な

事業展開に備えた経営基盤の強化を図る必要があると考え、また、株主の皆様
に対する安定的な利益還元に備えるため、以下のとおり１億円を、別途積立金
に積み立てることにいたしたいと存じます。

（1）増加する剰余金の項目およびその額
別途積立金 100,000,000円

（2）減少する剰余金の項目およびその額
繰越利益剰余金 100,000,000円
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（8名）は、本定時株主総会終結

の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名の選任をお願いい

たしたいと存じます。
なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はあり

ませんでした。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１
うち だ しゅう ご

内 田 秀 吾
（昭和33年７月13日生）

昭和56年４月 当社入社
平成14年３月 福岡支店長
平成18年６月 取締役営業第一部長
平成20年６月 取締役営業本部営業統括部長
平成21年６月 常務取締役営業本部副本部長兼営業統括部長
平成23年４月 専務取締役営業本部長兼営業統括部長
平成24年４月 代表取締役社長営業本部長
平成25年６月 代表取締役社長営業本部長兼海陽岩淵金属製品有限公司董事長
令和４年４月 代表取締役社長海陽岩淵金属製品有限公司董事長（現任）

6,800株

２
えん どう まさ みち

遠 藤 雅 道
（昭和30年10月３日生）

昭和54年４月 当社入社
平成14年３月 情報システム部長
平成23年４月 総務部長
平成23年６月 取締役総務部長
平成28年６月 常務取締役総務部長
平成30年４月 常務取締役管理本部長兼総務部長
令和２年４月 常務取締役管理本部長
令和３年６月 専務取締役管理本部長（現任）

2,500株

３
わた なべ なお ひろ

渡 邉 尚 浩
（昭和31年２月14日生）

昭和55年４月 日本電信電話公社入社
平成13年８月 東日本電信電話㈱山梨支店設備部長
平成16年４月 ＮＴＴインフラネット㈱出向首都圏支店神奈川支店長
平成18年４月 同社首都圏支店設備部長
平成21年４月 当社入社、営業第二部担当部長
平成25年６月 取締役営業第二部長
平成30年４月 取締役営業本部営業統括部長
平成30年６月 常務取締役営業本部営業統括部長
令和４年４月 常務取締役営業本部長兼営業統括部長
令和５年４月 常務取締役営業本部長（現任）

1,600株

４
と がし いち ろう

富 樫 一 郎
（昭和35年10月27日生）

平成３年５月 当社入社
平成21年１月 総務部長
平成23年４月 社長室部長
平成30年６月 取締役社長室部長
平成30年７月 取締役社長室長
令和４年６月 常務取締役社長室長（現任）

800株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

５
まつ した しげる

松 下 茂
（昭和32年４月３日生）

昭和51年４月 日本電信電話公社入社
平成22年７月 西日本電信電話㈱大阪東支店設備部部長
平成24年７月 日本コムシス㈱入社
平成27年11月 同社ＮＴＴ事業本部本社アクセス

システム部アクセス推進部門担当部長
平成31年４月 当社入社
令和２年４月 大阪支店長
令和３年６月 取締役大阪支店長（現任）

100株

６
いけ だ とし お

池 田 俊 雄
（昭和35年８月28日生）

昭和62年10月 当社入社
平成27年10月 海陽岩淵金属製品有限公司総経理
平成30年４月 営業第二部長
令和４年６月 取締役営業第二部長
令和５年４月 取締役営業第二部担当（現任）

800株

７
※
おく やま たか よし

奥 山 孝 義
（昭和47年4月19日生）

平成８年４月 当社入社
平成25年４月 広島支店長
令和４年４月 営業第一部長（現任）

500株

８
※
にし だ ひろ つぐ

西 田 弘 嗣
（昭和45年１月１日生）

平成14年３月 当社入社
平成30年４月 製造部長（現任） 100株

（注）１．※印は新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補
填することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役永田健氏は、本定時株主総会終結の時をもって辞任され

ますので、その補欠として監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
なお、本総会にて選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定め

により、退任された監査等委員である取締役の任期の満了すべき時までとなります。
また、本議案につきましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１
※
なか むら おさむ

中 村 治
（昭和41年11月25日生）

平成２年４月 住友商事㈱入社
平成22年４月 中東住友商事会社非鉄金属部長
令和４年１月 住友商事グローバルメタルズ㈱出向自動車薄板事業部長付
令和４年12月 同社薄板事業部長付（現任）

－

（注）１．※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２．中村治氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．中村治氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は中村治氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

４．中村治氏は、その経歴から幅広い見識をもたれており、客観的な視点から当社取締役会の意思決
定に際して適切な指導をお願いできるものと判断しております。また、当社は、中村治氏の鋼板
関係での業務経験を生かし、生産面をはじめとする様々な分野において適切な意見や指導的役割
を果たしていただくことを期待しております。なお、中村治氏は社外取締役になること以外の方
法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職
務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

５．中村治氏は、就任後、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、賠償の限度額は法令が定める限度額とし
ております。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補
填することとしております。中村治氏は、当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。
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【参考】第２号議案および第３号議案を原案どおり承認可決いただいた場合の
スキル・マトリクスは以下のとおりとなります。

氏 名 当社における地位
企業経営
経営戦略

ガバナンス 法 務
人 事
労 務

財 務
会 計

ものづくり
研 究
開 発

営 業
マーケティング

内田秀吾 代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

遠藤雅道 取締役副社長 ○ ○ ○ ○ ○

渡邉尚浩 常 務 取 締 役 ○ ○ ○ ○

富樫一郎 常 務 取 締 役 ○ ○ ○ ○ ○

松下 茂 取 締 役 ○ ○ ○

池田俊雄 取 締 役 ○ ○ ○ ○

奥山孝義 取 締 役 〇 ○

西田弘嗣 取 締 役 〇 〇

鈴木健司
取 締 役
常勤監査等委員

○ ○ ○ ○

土屋文実男
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

○ ○

髙品惠子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

○ ○

中村 治
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

〇 〇
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第４号議案 退任取締役(監査等委員である取締役を除く。)に対し退職慰労金贈呈の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役を退任されます宮﨑洋一、篠崎泰之

の両氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の定める基準に従い相当額の範
囲内において退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期、方法
等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
なお、退任取締役に対する退職慰労金は、いずれも在任中、企業価値向上に尽

力し、当社業績に貢献したと評価しているため、相当であります。また、本議案
について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はありませんでした。
退任取締役(監査等委員である取締役を除く。)の略歴は、次のとおりでありま

す。
氏 名 略 歴

みや ざき よう いち
宮 﨑 洋 一

平成15年６月 当社取締役就任
平成25年６月 常務取締役
平成30年６月 専務取締役
令和３年６月 取締役副社長（現任）

しの ざき やす ゆき

篠 崎 泰 之 平成23年６月 当社取締役就任（現任）

以 上
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事 業 報 告

(令和
令和

４
５
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

１. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当期におけるわが国の経済は、資源価格の高騰や急激な為替相場の変動などに
より物価上昇が続き、十分な価格転嫁ができない企業の収益を圧迫しました。一
方で、海外からの入国制限の緩和など、新型コロナウイルス感染症への対応の変
化により、経済活動の再開が促され、消費関連が回復してまいりました。
当社の主要需要であります電力分野においては、燃料価格の急激な高騰などを

背景とした設備投資の抑制やコスト削減要請が続いており、厳しい受注環境とな
りました。また、通信分野においては、デジタル化に対応した社会環境整備、「Ｉ
ＣＴインフラ地域展開マスタープラン3.0」に基づいた光ファイバー網の整備が収
束し、厳しい受注環境となりました。
当社においては、電力会社や移動体キャリア向け新製品、防災関連製品、無線

関連装置の提供、工事案件の獲得を進めました。また、脱炭素社会の実現に貢献
すべく、ＥＶ関連、再生可能エネルギー関連の積極的な営業展開を行うとともに、
温室効果ガス排出削減活動の取り組みを始めました。
以上の結果、当期の売上高は88億３千８百万円と前年同期に比べ４億６千２百

万円、5.0％の減収となりました。経常利益は４億１千９百万円と前年同期に比べ
９千１百万円、17.9％の減益、当期純利益については２億８千３百万円と前年同
期に比べ７千９百万円、21.9％の減益となりました。 なお、新型コロナウイルス
感染症による業績への影響について、当社に関連した需要に大きな影響はありま
せんでした。
当社の事業区分は単一セグメントであり、それに代わる需要分野別の業績は、

次のとおりであります。

交通信号・標識・学校体育施設関連
交通信号関連は、全国的に信号灯器の更新工事が進められたことから、好調に

推移しました。学校体育施設関連は、防球ネット工事などが行われたことから堅
調に推移しました。その結果、売上高は13億３百万円と前年同期に比べ１億６千
４百万円、14.4％の増収となりました。
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ＣＡＴＶ・防災無線関連
ＣＡＴＶ関連は、ケーブルテレビ事業者による光ファイバーの整備工事が大幅

に減少したことから、低調に推移しました。防災無線関連は、デジタル化への更
新工事が減少したことから、低調に推移しました。その結果、売上高は７億９千
４百万円と前年同期に比べ２億５千６百万円、24.4％の減収となりました。
情報通信関連
情報通信関連は、移動体キャリアにおける基地局工事の計画変更や機器類の不

足により、工事量が減少したものの、基地局工事において顧客ニーズに対応した
新製品を投入しました。その結果、売上高は18億８千８百万円と前年同期に比べ
３億４百万円、13.9％の減収となりました。
配電線路関連
配電線路関連は、電力会社による経営基盤強化に向けた調達方式の見直しや、

設備投資の抑制などにより、厳しい受注環境となりましたが、新製品の投入や既
存製品の販売拡大に向けた営業活動を行いました。その結果、売上高は30億６千
１百万円と前年同期に比べ８千６百万円、2.7％の減収となりました。
その他
鉄道関連では、設備投資が減少したことから、低調に推移しました。一般民需

は、機器類の不足による工事の中止・延期などにより、販売が低調に推移しまし
たが、無線関連装置や公園フェンス設置の工事、再生可能エネルギー向け製品、
ＥＶ関連の新製品などの受注が売上に寄与しました。その結果、売上高は17億９
千万円と前年同期並みとなりました。

需要分野別売上高

需 要 分 野 別
第 72 期

（令和３年度）
第 73 期

（令和４年度）

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)
交通信号・標識・学校体育施設関連 1,138,651 12.2 1,303,178 14.7
Ｃ Ａ Ｔ Ｖ ・ 防 災 無 線 関 連 1,051,452 11.3 794,584 9.0
情 報 通 信 関 連 2,193,034 23.6 1,888,654 21.4
配 電 線 路 関 連 3,147,758 33.9 3,061,485 34.6
そ の 他 1,770,408 19.0 1,790,448 20.3

計 9,301,304 100.0 8,838,350 100.0
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（2）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルスの収束により、インバウン

ド需要、個人消費の増加により経済の回復が緩やかに続く見込みです。
当社の主要需要であります電力分野においては、燃料価格の変動や原子力発電

所の再稼働など不透明な状況が続いており、収支改善に向け設備投資の抑制やコ
スト削減が予想されますが、今年度から導入されるレベニューキャップ制度によ
り、設備の更新工事が期待されます。
一方、情報通信分野においては、５Ｇサービスの拡大に加え、ＩｏＴ、ＡＩな

どの技術が急速に進展し、様々なシステムの効率化や新たなサービスの創出など、
デジタル化への取り組みが進んでおります。
このような状況のもと、当社は、社会インフラ構築の一翼を担う企業として、

新製品の開発・販売、業務改善・プロセス改革を推進するとともに、グループ会
社とのシナジーによる新ビジネスの展開を更に進めます。加えて、ＥＶ関連、再
生可能エネルギー関連、リサイクル関連、耐震対策関連の積極的な営業展開を進
めてまいります。

（3）設備投資の状況
当期は、総額３億３千３百万円の設備投資を行いました。その主なものは、基

幹システムの更改費用のほか、製品の開発改良・生産効率向上のための設備の増
強および老朽設備の更新であります。

（4）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。
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（5）財産および損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分 第 70 期
(令和元年度)

第 71 期
(令和２年度)

第 72 期
(令和３年度)

第 73 期
(令和４年度)

売 上 高 9,008,114 9,019,762 9,301,304 8,838,350
経 常 利 益 507,422 716,521 510,718 419,144
当 期 純 利 益 610,410 471,157 362,955 283,339
１株当たり当期純利益 568円20銭 438円62銭 337円91銭 263円80銭
総 資 産 18,803,438 18,907,507 19,136,276 19,467,541
純 資 産 15,352,734 15,717,493 16,000,201 16,117,920

（6）重要な親会社および子会社の状況
ア 親会社との関係

該当事項はありません。
イ 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金(千円) 議決権比率
(％) 主要な事業内容

富 田 鉄 工 株 式 会 社 40,000 100.0 電気架線金物の金属プレス加工品の製造販売

HOKUEI 株 式 会 社 30,000 100.0 電力、通信、信号用電気架線金物の製造販売

Ｉ Ｗ Ｍ 株 式 会 社 50,000 100.0 各種電気架線金物・通信工事資機材の販売

協 和 興 業 株 式 会 社 48,000 67.4 電気架線金物の製造販売、土木工事の設計施工

株 式 会 社 須 田 製 作 所 100,000 60.6 電気通信、工具類等の製造販売
無線システム装置類等の設計開発

海陽岩淵金属製品有限公司 400,000 100.0 金属製品および部品の製造販売
（注）１．当社の連結対象子会社は上記の重要な子会社６社であり、持分法適用会社は株式会社TCM

の１社であります。
２．富田鉄工株式会社は、令和４年10月３日付で、自己株式取得により当社の議決権比率が

100.0％となったため、当社の連結子会社となりました。
（7）主要な事業内容（令和５年３月31日現在）

電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架線金物の製造販売に関する事業を
行っております。

（8）主要な営業所および工場（令和５年３月31日現在）
ア 本社 千葉県松戸市上本郷167番地
イ 松戸工場 千葉県松戸市中根長津町176番地
ウ 松戸第２工場 千葉県松戸市上本郷138番地１
エ 支店 札幌・仙台・名古屋・大阪・広島・福岡
オ 流通センター 千葉県松戸市上本郷167番地
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（9）使用人の状況（令和５年３月31日現在）

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

262名(15名) 18名減(２名増) 45歳 16.8年
（注）１．使用人数は就業員数であり、定年再雇用者10名を含んでおります。

２．臨時雇用者（パート・アルバイト）は、（ ）内に当期の平均人員を外数で記載しておりま
す。

（10）その他会社の現況に関する重要な事項
当社は、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議に基づき、同日付で

監査等委員会設置会社に移行しております。

２．会社の株式に関する事項（令和５年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 4,000,000株
(2) 発行済株式の総数 1,100,000株（自己株式25,967株を含む。）
(3) 株主数 1,475名
(4) 大株主

株 主 名 持株数(百株) 持株比率(％)

イ ワ ブ チ 取 引 先 持 株 会 1,045 9.73

住 友 商 事 株 式 会 社 500 4.66

イ ワ ブ チ 従 業 員 持 株 会 390 3.63

公 益 財 団 法 人 光 奨 学 会 380 3.54

株 式 会 社 常 陽 銀 行 359 3.34

日 本 製 鉄 株 式 会 社 320 2.98

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 304 2.83

光 岡 毅 227 2.12

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 180 1.68

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 170 1.58
（注）１．百株未満は切り捨てて表示しております。

２．当社は、自己株式25,967株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算しております。

― 14 ―

2023年05月25日 18時14分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



３．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（令和５年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 状 況

代表取締役社長 内 田 秀 吾 海陽岩淵金属製品有限公司董事長
取締役副社長 宮 﨑 洋 一 生産本部長兼富田鉄工株式会社代表取締役
専 務 取 締 役 遠 藤 雅 道 管理本部長
常 務 取 締 役 渡 邉 尚 浩 営業本部長兼営業統括部長
常 務 取 締 役 富 樫 一 郎 社長室長
取 締 役 篠 崎 泰 之 社長室担当
取 締 役 松 下 茂 大阪支店長
取 締 役 池 田 俊 雄 営業第二部長
取 締 役
常勤監査等委員 鈴 木 健 司
取 締 役
監 査 等 委 員 永 田 健
取 締 役
監 査 等 委 員 土 屋 文実男
取 締 役
監 査 等 委 員 髙 品 惠 子
（注）１．当社は、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員

会設置会社に移行しております。
２．当期中の取締役の異動は次のとおりであります。
（１）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議において、鈴木健司、永田健、土屋文

実男、髙品惠子の４氏が監査等委員である取締役に新たに選任され、それぞれ就任いた
しました。

（２）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会において、池田俊雄氏が取締役に新たに選
任され、就任いたしました。

３．取締役の永田健氏、土屋文実男氏および髙品惠子氏は、社外取締役であります。
４．取締役永田健氏、土屋文実男氏および髙品惠子氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．情報収集の充実を図り、内部監査部門との連携を通じて監査の実効性を高めるため、常勤

の監査等委員を選定しております。
６．監査等委員の土屋文実男氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、その経歴か

ら財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
７．令和５年４月１日付で、取締役の担当を次のとおり変更しております。
（１）渡邉尚浩氏は、常務取締役営業本部長兼営業統括部長から常務取締役営業本部長に就任

いたしました。
（２）池田俊雄氏は、取締役営業第二部長から取締役営業第二部担当に就任いたしました。
８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役および従業員であり、
被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保険者に対
して提起された損害賠償請求にかかる争訟費用および損害賠償金等が補填されることとな
ります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が
法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填の
対象にならないなど、一定の免責事由があります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度
額は、法令が規定する最低責任限度額としております。
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（3）当該事業年度に係る取締役の報酬等
ア 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
を次のとおり決議しております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬については、株主

総会で決議された報酬限度額以内で、監査等委員会の答申等を含めて取締役会
の決議にて決定しております。なお、各取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬については毎年６月に取締役会で委任を受けた代表取締役
社長が、従業員の給与体系を念頭に、役位、担当業務、経歴等を勘案のうえで
年俸を決定しております。支給方法は、毎月、年俸の月割り金額を支給してお
ります。
監査等委員である取締役の報酬については監査等委員会の協議にて決定して

おります。
また、業績の向上により、役員賞与を支給する場合は、株主総会の決議とし

ております。
役員退職慰労金は、その具体的金額、支給の時期、方法等を、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）については取締役会で、監査等委員である取締役
については監査等委員会の協議に一任する旨の決議を株主総会で行い、その後、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会で、監査等委員
である取締役については監査等委員会の協議で、役員退職慰労金規定に基づき
支給額を決定しております。

イ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長内田秀吾が取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の具体的内容を決定
しております。
代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の事業を把握し、各取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の評価を行うには代表取締役社長が適任で
あると判断したためであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の内容の決定に

あたっては、代表取締役社長が作成した原案を基に担当取締役と決定方針との
整合性を含め総合的に検討を行っており、取締役会としては、その内容が決定
方針に沿うものであると判断しております。
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ウ 取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 支給人員(名) 支給額(千円)

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 10 214,582
監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 4 15,588
監 査 役 3 4,830

合 計 17 235,000
（注）１．当社は、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員

会設置会社に移行しており、監査役の支給人員および報酬等は本移行前の期間に係るもの
であり、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の支給人員および報酬等は本移行前お
よび本移行後の期間、監査等委員である取締役の支給人員および報酬等は本移行後の期間
に係るものであります。

２．監査等委員会設置会社移行前の取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に
関する事項は次のとおりであります。

（１）平成18年６月29日開催の第56回定時株主総会において、監査役の報酬限度額は、年額
４千万円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名であります。

（２）平成23年６月29日開催の第61回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は、年額
４億円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は10名であります。

３．監査等委員会設置会社移行後の取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項は
次のとおりであります。

（１）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の報酬限度額は、年額４億円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は８名であり
ます。

（２）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会において、監査等委員である取締役の報酬
限度額は、年額５千万円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名であります。

４．取締役および監査役の支給人員には、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会終結の
時をもって退任した取締役２名、監査役３名が含まれております。

５．取締役（監査等委員である取締役を除く。）への支給額のうち社外取締役１名に60千円支給
しております。

６．監査等委員である取締役への支給額のうち社外取締役３名に4,500千円支給しております。
７．監査役への支給額のうち社外監査役２名に900千円支給しております。
８．上記の報酬等の総額には、当期における役員退職慰労引当金の増加額が含まれております。
９．上記のほか、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会の決議に基づく役員退職慰労金

の額は以下のとおりであります。なお、当期ならびに当期以前の事業報告において記載済
みの役員退職慰労引当金の増加額を除いております。
退任取締役 １名 396千円

10．当社の役員報酬は、すべて基本報酬であります。
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（4）社外役員に関する事項
ア 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はありません。
イ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
ウ 当期における主な活動状況
（ア）取締役会および監査等委員会への出席状況

役 員 氏 名
取 締 役 会 監 査 等 委 員 会
開催数(回) 出席数(回) 開催数(回) 出席数(回)

取 締 役
監査等委員 永 田 健 12 11 5 5
取 締 役
監査等委員 土 屋 文実男 12 12 5 5
取 締 役
監査等委員 髙 品 惠 子 10 10 5 5

（注）１．取締役土屋文実男氏は、監査等委員会設置会社移行前の監査役会２回すべてに出席してお
ります。

２．取締役髙品惠子氏は、当期中に開催された取締役会および監査等委員会のうち、令和４年
６月28日の就任後に開催されたもののみを対象としております。

（イ）取締役会および監査等委員会における発言状況
取締役永田健氏、土屋文実男氏および髙品惠子氏は、取締役会においては、

主に法令や定款の順守に係る見地から、適宜意見を述べております。
監査等委員会においては、監査の方法および取締役の職務の執行に関する

事項について、意見を述べております。
（ウ）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役永田健氏は、その経歴からの幅広い知見から、当社取締役会の意思
決定に際し、適宜客観的な視点からの意見や指導を行っております。
取締役土屋文実男氏は、公認会計士および税理士として、財務および会計

に関する相当程度の知見を有しており、客観的な視点から当社の経営全般に
対して助言および指導を行っております。
取締役髙品惠子氏は、弁護士としての高い専門性や豊富な知見を有してお

り、当社の経営および監査・監督に対して助言や指導を行っております。
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４．会計監査人に関する事項
(1) 名 称 アーク有限責任監査法人
（注）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会においてアーク有限責任監査法人が選任された

ことに伴い、当社の会計監査人であった有限責任 あずさ監査法人は退任いたしました。

(2) 報酬等の額

支払額(千円)
当期に係る会計監査人の報酬等の額 20,000
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 20,000
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分できないため、上記の報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積
りの算出根拠などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額につい
て同意しています。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解
任いたします。
また、その他の事由により監査等委員会が会計監査人の解任または不再任を適

当と判断した場合、監査等委員会は、解任または不再任に関する議案を株主総会
に上程いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社は、会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しておりません。
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５．会社の体制および方針
（1） 当社取締役および子会社取締役等の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制、その他当社および子会社の業務の適正を確保するため
の体制
当社は、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議に基づき、令和4年6

月28日の取締役会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社への移
行および定款の一部変更を踏まえ、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハ
に規定する事項および体制の整備について、次のとおり決議しております。
なお、決議には実施されている内部統制体制の確認を含めております。

会社法の要求する業務の適正を確保するための体制については、社会的責任、
企業規模、業界および生産する製品の特殊性、経営への影響度、費用対効果を充
分考慮して整備いたします。

ア 当社取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制

（ア）当社は、「イワブチグループ企業行動指針」を定め、法令・規則順守の周知
徹底を図っています。
また、当社は、取締役を対象とする役員規定を定め、法令・定款の順守を

図っています。
（イ）取締役には取締役会規定が設けられ、原則月１回の適切な同会運営が確保

されており、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止し
ています。

（ウ）当社は、監査等委員会設置会社として、取締役の職務執行に関して監査等
委員会の適法性・妥当性監査を受けます。

（エ）取締役が他の取締役の法令・定款違反を発見した場合は監査等委員会に報
告し、その是正を図ります。

イ 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（ア）当社は、書類による情報の保存を原則とし、取締役の職務執行に係る書類

および文書は「文書管理規定」に基づき、保存年限を定め、検索性の高い状
態で保存、管理しています。

（イ）電磁的文書および記録については、「情報管理規定」を整備し、適切な情報
の保存および管理を行っています。

ウ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）当社は、業務に係るリスクの予防と緊急時の体制に関しては社内規則を定

めて管理しており、経営に重大な影響を与えるリスクの評価については定期
的に見直しを行い、その対策を検証する体制を整えています。

（イ）「情報管理規定」を定め、電磁的文書および記録の保全ならびに施設の保全
と安全についての体制を整えています。
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エ 当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）取締役会、常務会を原則月１回開催して経営方針および経営戦略に関わる

重要事項について決定しています。
（イ）取締役会の決定または委任に基づく取締役の職務執行については、「会社組

織および業務分掌規定」、「職務権限規定」などで取締役それぞれの責任につ
いて明確に定めています。

（ウ）取締役は、原則毎月開催される予算審議委員会、販売企画委員会、生産計
画委員会、品質管理委員会に出席し、相互の職務執行が効率的に行われるよ
うに情報の共有を行っています。

オ 当社使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制

（ア）イワブチグループ全社員に向けた「コンプライアンス体制」についての当
社社長声明を、社内各部門に掲示して法令・規則の順守を徹底するよう図っ
ています。

（イ）当該コンプライアンス体制の基礎となる、「イワブチグループ企業行動指
針」および「コンプライアンス基本規定」を定めています。

（ウ）上記の基本規定には、使用人による内部通報および使用人に対するコンプ
ライアンス教育についても定めています。

カ 当社および子会社の業務の適正を確保するための体制
（ア）「イワブチグループ企業行動指針」を定め、グループとして業務の適正を確

保しています。
（イ）「子会社管理規定」を定め、子会社からの報告および内部監査を充実し、グ

ループ内の意思の疎通を図っています。
（ウ）当社の取締役または使用人を子会社の取締役等および監査役またはこれら

に準ずる役職に任命し、業務執行の適正を図っています。

キ 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
「子会社管理規定」に基づき、子会社の取締役等は、適宜、当社の取締役会

または業務上対応する会議に出席しまたは書面により、経営上重要な事項につ
き報告を行うと定めています。

ク 当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）子会社は、業務に係るリスクの予防と緊急時の体制に関して当社の社内規

則に準じて管理しています。
（イ）当社は、上記ウ（ア）において、経営に重大な影響を与えるリスクの１つ

として子会社に係るリスクを認識し管理しています。
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ケ 当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

（ア）子会社取締役等の重要な職務については、当社取締役会の付議事項として
事前の審議を経て執行しています。

（イ）子会社の取締役等は、適宜、当社の取締役会または業務上対応する会議に
出席しまたは書面により、重要事項に対する指導・助言を受けております。

（ウ）当社監査部門による子会社内部監査を定期および臨時に実施して、子会社
取締役等の職務執行の効率性を監査しています。

コ 当社子会社の取締役等の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

（ア）当社は、「イワブチグループ企業行動指針」を定め、法令・規則順守の周
知徹底を図っています。

（イ）子会社の取締役等は、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未
然に防止しています。

（ウ）子会社はすべて監査役設置会社として、子会社の取締役等の職務執行に関
して監査役の監査を受けます。

（エ）子会社の取締役等が他の取締役等の法令・定款違反を発見した場合は監査
役に報告し、その是正を図ります。

サ 当社子会社使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制

（ア）イワブチグループ全社員に向けた「コンプライアンス体制」についての親
会社社長声明を、各子会社に掲示して法令・規則の順守を徹底するよう図っ
ています。

（イ）当該コンプライアンス体制の基礎となる、「イワブチグループ企業行動指
針」を定めています。

（ウ）当社監査部門による子会社の内部監査を定期および臨時に実施して、子会
社の取締役等および使用人の職務執行の適法性・妥当性を監査しています。

シ 当社監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
（ア）監査等委員会より、その職務を補助するスタッフの要請がある場合は、専

門性を有する内部統制評価員をその任にあたらせます。内部統制評価委員は
複数名任命されており、取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使
用人から選出されています。

（イ）内部統制評価員が監査等委員会の職務を補助する任に従事する場合はその
旨の社内文書により、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立
性を確保します。

（ウ）内部統制評価員は上記社内文書により監査等委員会の指揮命令に従うもの
とし、監査等委員会の指示の実効性を確保します。
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ス 当社監査等委員会への報告に関する体制
（ア）当社の監査等委員会には常勤の監査等委員を置き、主に常勤監査等委員を

通じて監査等委員会へ報告する体制としています。
（イ）担任役員以上により決裁される稟議書は、常勤監査等委員に回覧されます。
（ウ）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が出席する

部店長会議および社内各種委員会は、子会社に関する審議報告を含み、常勤
監査等委員はこれら会議に出席し、また、議事録等の重要書類の閲覧ができ
ます。

（エ）当社内の電子情報の閲覧につき、報告に代わるものとして可能な限りのア
クセス権を常勤監査等委員に設定しています。

（オ）当社監査部門による子会社への監査結果は、遅滞なく常勤監査等委員に報
告されます。

（カ）当社は、監査等委員会へ報告を行った当社および子会社の取締役等（監査
等委員である取締役を除く。）または使用人に対し、当該報告をしたことを理
由として不利な取り扱いをしない旨周知徹底しています。

（キ）当社「監査等委員会規定」において、その職務遂行のために必要な費用は
会社に請求することができると定めています。

（ク）上記に拘らず、監査等委員会は必要の都度、当社および子会社の取締役等
（監査等委員である取締役を除く。）または使用人に対して報告を求めること
ができるものとしています。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
ア コンプライアンス
（ア）「コンプライアンス体制」の社長声明および「イワブチグループ企業行動指

針」を各部門および子会社に掲示し、コンプライアンスを重視する経営の基
本方針を周知しています。

（イ）「コンプライアンス基本規定」に社員の責務、社員の禁止事項、是正処置お
よび通報の義務を定め、コンプライアンス教育により規定類・法令・規則の
順守の徹底を図り、内部監査でその重要性を認識させています。

イ リスク管理
（ア）業務に係る種々のリスクを認識し、それらの管理体制の整備を行っていま

す。予防と緊急時の体制に関する規定類に基づき、経営に重大な影響を与え
るリスクの評価を定期的に見直し、対応策を検討しています。

（イ）「情報管理規定」に基づき、電磁的文書および記録の保全ならびに施設の保
全と安全について管理を行っています。
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ウ グループ会社管理体制
（ア）子会社取締役等の重要な職務については、当社取締役会の付議事項として

事前の審議を経て執行しています。
（イ）「子会社管理規定」に基づき、子会社取締役等は、適宜、当社の取締役会ま

たは業務上対応する会議に出席しまたは書面により、経営上重要な事項の報
告を行っています。

（ウ）「内部監査規定」に基づき、当社による子会社の内部監査を定期および臨時
に行い、法令・規定類の順守、損失の危険の管理、業務の効率性など業務の
適正な遂行を図っています。

エ 取締役の職務の執行
（ア）取締役には取締役会規定が設けられ、原則月１回の適切な同会運営が確保

されており、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止し
ています。

（イ）取締役会、常務会においては、経営方針および経営戦略に関わる重要事項
について決定しています。

（ウ）取締役が出席する予算審議委員会、販売企画委員会、生産計画委員会、品
質管理委員会を毎月開催し、審議を経て各部門が業務を執行しています。

オ 監査等委員の職務執行
（ア）担任役員以上の決裁稟議書を回覧しています。また、電子情報に可能な限

りのアクセス権を設定し、日常的監査を容易にしています。部店長会議およ
び社内各種委員会へ出席しています。

（イ）当社による子会社内部監査の監査結果を報告しています。
（ウ）監査等委員へ報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告を

したことを理由として不利な取り扱いをしない旨周知徹底しています。
（3）株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針については特に定めておりません。

（4）反社会的な勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
ア 当社は、「イワブチグループ企業行動指針」において、法令、規則の順守を定
めた上、順守すべき「コンプライアンスの具体的項目」を別途掲げ、反社会的
な勢力および団体とは対決することを明記しています。

イ 対応総括部門を総務部とし、所轄警察署、顧問弁護士などの外部機関と連携
し、また、社内イントラネットにおいて対応マニュアルを掲示するなどして、
反社会的勢力からの不当要求に対応することとしています。

ウ 千葉県企業防衛協議会、千葉県暴力団追放県民会議、松戸市職場警察連絡協
議会に加入するなど、反社会的勢力に関する情報を収集するとともに、必要な
情報を社内へ周知しています。
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貸 借 対 照 表
(令和５年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 10,558,066 流 動 負 債 1,893,073
現 金 及 び 預 金 5,338,494 支 払 手 形 491,363
受 取 手 形 301,761 買 掛 金 580,415
電 子 記 録 債 権 956,969 １年内返済予定の長期借入金 177,900
売 掛 金 1,707,773 リ ー ス 債 務 19,088
商 品 及 び 製 品 1,853,278 未 払 金 158,202
仕 掛 品 78,790 未 払 費 用 59,164
原材料及び貯蔵品 135,378 未 払 法 人 税 等 118,864
前 払 費 用 14,167 賞 与 引 当 金 210,150
そ の 他 173,647 設備関係支払手形 18,391
貸 倒 引 当 金 △2,195 そ の 他 59,532
固 定 資 産 8,909,475 固 定 負 債 1,456,547
有 形 固 定 資 産 4,845,758 長 期 借 入 金 499,600
建 物 1,288,305 リ ー ス 債 務 5,930
構 築 物 30,187 退 職 給 付 引 当 金 425,331
機 械 及 び 装 置 65,055 役員退職慰労引当金 383,973
車 両 運 搬 具 5,373 受 入 保 証 金 128,870
工具、器具及び備品 34,968 そ の 他 12,842
土 地 3,056,207 負 債 合 計 3,349,620
リ ー ス 資 産 314,548 （純資産の部）
建 設 仮 勘 定 51,111 株 主 資 本 15,524,399
無 形 固 定 資 産 330,204 資 本 金 1,496,950
借 地 権 24,535 資 本 剰 余 金 1,210,656
ソ フ ト ウ エ ア 292,999 資 本 準 備 金 1,210,656
リ ー ス 資 産 5,105 利 益 剰 余 金 12,968,250
そ の 他 7,564 利 益 準 備 金 379,237
投資その他の資産 3,733,512 その他利益剰余金 12,589,013
投 資 有 価 証 券 1,831,432 土地圧縮積立金 45,652
関 係 会 社 株 式 1,210,476 別 途 積 立 金 11,950,000
関 係 会 社 出 資 金 350,000 繰越利益剰余金 593,360
出 資 金 3,160 自 己 株 式 △151,458
会 員 権 118,675 評価・換算差額等 593,521
前 払 年 金 費 用 219,803 その他有価証券評価差額金 593,521
繰 延 税 金 資 産 3,564
そ の 他 21,841
貸 倒 引 当 金 △25,441 純 資 産 合 計 16,117,920

資 産 合 計 19,467,541 負 債 純 資 産 合 計 19,467,541
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損 益 計 算 書

(令和
令和

４
５
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高
製 品 売 上 高 7,235,978
商 品 売 上 高 1,602,372 8,838,350

売 上 原 価
製 品 売 上 原 価 5,079,351
商 品 売 上 原 価 1,316,879 6,396,231
売 上 総 利 益 2,442,119

販 売 費 及 び一般管理費 2,136,077
営 業 利 益 306,041

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 68,614
受 取 賃 貸 料 39,679
そ の 他 7,345 115,639

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,922
そ の 他 615 2,537
経 常 利 益 419,144

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 87 87

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 300 300

税 引 前 当 期 純 利 益 418,931
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 160,677
法 人 税 等 調 整 額 △25,086 135,591
当 期 純 利 益 283,339
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株主資本等変動計算書

(令和
令和

４
５
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計土地圧縮

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,496,950 1,210,656 379,237 45,652 11,750,000 724,840 12,899,730△150,986 15,456,350

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 200,000 △200,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △214,819 △214,819 △214,819

当 期 純 利 益 283,339 283,339 283,339

自 己 株 式 の 取 得 △471 △471
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 200,000 △131,480 68,519 △471 68,048

当 期 末 残 高 1,496,950 1,210,656 379,237 45,652 11,950,000 593,360 12,968,250△151,458 15,524,399

評 価 ・ 換 算
差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 543,850 16,000,201

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △214,819

当 期 純 利 益 283,339

自 己 株 式 の 取 得 △471
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 ) 49,671 49,671

当 期 変 動 額 合 計 49,671 117,719

当 期 末 残 高 593,521 16,117,920
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個別注記表
Ｉ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法
② 満期保有目的の債券…………………………償却原価法（定額法）
③ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品、製品、仕掛品、原材料………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

② 貯蔵品…………………………………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合
には残価保証額）とする定額法
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期

負担額を計上しております。
（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に全額費用処理してお

ります。
（4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社規定に基づく当事業年度末にお
ける要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下の通りであります。
当社は、主に電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架線金物及びコンク

リートポール用品等の販売から収益を稼得しております。顧客との販売契約に
おいて、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足
する時点は、通常製品の引渡時であります。なお、「収益認識に関する会計基準
の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の
販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
また、収益は、契約に定める価格から値引きを控除した金額で算定しており

ます。
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Ⅱ．重要な会計上の見積りに関する注記
「商品及び製品」の評価に関する事項
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,853,278千円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「商品及び製品」は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正
味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって
貸借対照表価額としております。
また、当社は、収益性低下の事実を計算書類に反映させるため、過去の販売実

績に基づき、一定の回転期間を超える場合に一律に帳簿価額を切り下げた価額を
もって貸借対照表価額としております。

今後、原材料価格の高騰や需要環境の変化等により、「商品及び製品」の追加的
な帳簿価額の切り下げが必要となった場合、翌事業年度の計算書類に影響を与え
る可能性があります。

Ⅲ．会計上の見積りの変更に関する注記
（棚卸資産の評価基準の変更）

当社は、需要予測に基づく販売計画に照らして収益性の低下を見積った金額を
貸借対照表価額としておりましたが、原材料価格の高騰や需要環境の変化等を背
景とした棚卸資産の保有状況、販売実績等に鑑み、当事業年度において、収益性
の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるよう、過去の販売
実績に基づく一定の回転期間を超えた棚卸資産について、一律に帳簿価額を切り
下げる方法に変更しております。
この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価が67,684千円増

加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少しております。
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 8,465,325千円
２．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 520,462千円
短期金銭債務 158,618千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 803,447千円
仕入高 1,563,096千円
その他の営業取引高 55,552千円
営業取引以外の取引高 36,709千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株 式 数 ( 株 )

当事業年度増加
株 式 数 ( 株 )

当事業年度減少
株 式 数 ( 株 )

当事業年度末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 25,867 100 － 25,967
合 計 25,867 100 － 25,967
（注）普通株式の自己株式の増加100株は、単元未満株式の買取によるものであります。
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Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金 8,418千円
賞与引当金 64,011千円
役員退職慰労引当金 116,958千円
退職給付引当金 129,555千円
未払事業税 9,777千円
会員権等評価損 52,026千円
棚卸資産評価損 20,616千円
その他 34,299千円
繰延税金資産小計 435,663千円
評価性引当額 △94,436千円

繰延税金資産合計 341,227千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △250,656千円
土地圧縮積立金 △19,996千円
前払年金費用 △66,952千円
その他 △58千円

繰延税金負債合計 △337,662千円
繰延税金資産の純額 3,564千円
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 (単位：千円)

属性 会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 富田鉄工
株式会社

所有
直接 100％

製商品・部
品の仕入
工場等の賃貸
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入
工場等の賃貸

641,140

11,637
買 掛 金
前 受 収 益

58,510
1,034

子会社 ＨＯＫＵＥＩ
株式会社

所有
直接 100％

製商品・部
品の仕入
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入 248,311 買 掛 金 23,511

子会社 ＩＷＭ
株式会社

所有
直接 100％

当社製商品
の販売

電気架線金物
の販売 295,462 売 掛 金 176,320

子会社 協和興業
株式会社

所有
直接 67.36％

製商品・部
品の仕入
当社製商品
の販売

金属製品及び
部品の仕入
電気架線金物
の販売

65,502

61,685
買 掛 金
売 掛 金

12,034
6,511

子会社
海陽岩淵
金属製品
有限公司

所有
直接 100％

製品・部品
の仕入
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入 570,601 買 掛 金 52,400

関連
会社

株式会社
ＴＣＭ

所有
直接 50.00％

当社製商品
の販売
役員の兼任

電気架線金物
の販売 446,299 電子記録債権

売 掛 金
108,374
96,535

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
製商品・部品の仕入及び製商品の販売について、価格その他の取引条件は、当社と関連し
ない他の当事者との取引条件を勘案の上、決定しております。

２．富田鉄工株式会社に対する工場等の賃貸については、近隣の相場を勘案し、双方協議の上、
決定しております。
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Ⅸ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注

記表「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．重要な収益及び費
用の計上基準」に記載の通りであります。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 15,006円91銭
１株当たり当期純利益 263円80銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(令和５年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 12,810,619 流 動 負 債 2,580,964
現 金 及 び 預 金 6,835,054 支払手形及び買掛金 1,362,442
受 取 手 形 324,821 電 子 記 録 債 務 61,779
電 子 記 録 債 権 989,461 短 期 借 入 金 321,200
売 掛 金 1,873,280 未 払 法 人 税 等 121,725
商 品 及 び 製 品 2,030,855 賞 与 引 当 金 256,944
仕 掛 品 294,158 そ の 他 456,872
原材料及び貯蔵品 372,635
そ の 他 94,968
貸 倒 引 当 金 △4,615
固 定 資 産 11,007,821 固 定 負 債 2,528,853
有 形 固 定 資 産 8,153,983 長 期 借 入 金 739,528
建 物 及 び 構 築 物 1,521,388 役員退職慰労引当金 490,847
機械装置及び運搬具 240,649 退職給付に係る負債 507,313
土 地 5,960,807 繰 延 税 金 負 債 642,303
リ ー ス 資 産 316,437 そ の 他 148,861
建 設 仮 勘 定 51,111 負 債 合 計 5,109,817
そ の 他 63,589 (純資産の部)
無 形 固 定 資 産 368,367 株 主 資 本 16,934,445
投資その他の資産 2,485,469 資 本 金 1,496,950
投 資 有 価 証 券 2,050,638 資 本 剰 余 金 1,231,962
退職給付に係る資産 219,803 利 益 剰 余 金 14,356,991
繰 延 税 金 資 産 5,176 自 己 株 式 △151,458
そ の 他 235,293 その他の包括利益累計額 791,892
貸 倒 引 当 金 △25,441 その他有価証券評価差額金 594,411

為替換算調整勘定 197,481
非 支 配 株 主 持 分 982,284
純 資 産 合 計 18,708,622

資 産 合 計 23,818,440 負 債 純 資 産 合 計 23,818,440
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連 結 損 益 計 算 書

(令和
令和

４
５
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 11,082,660
売 上 原 価 8,165,502

売 上 総 利 益 2,917,158
販 売 費 及 び一般管理費 2,661,838

営 業 利 益 255,319
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 52,588
受 取 賃 貸 料 32,515
そ の 他 17,867 102,971

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,812
為 替 差 損 521
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 2,912
そ の 他 1,421 9,668
経 常 利 益 348,623

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 501
負 の の れ ん 発 生 益 595,443 595,945

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 302 302

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 944,265
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 181,203
法 人 税 等 調 整 額 △25,035 156,168
当 期 純 利 益 788,097
非支配株主に帰属する当期純利益 2,600
親会社株主に帰属する当期純利益 785,496
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連結株主資本等変動計算書

(令和
令和

４
５
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,496,950 1,231,962 13,786,313 △150,986 16,364,239

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △214,819 △214,819
親会社株主に帰属
する当期純利益 785,496 785,496

自己株式の取得 △471 △471

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 570,677 △471 570,205
当 期 末 残 高 1,496,950 1,231,962 14,356,991 △151,458 16,934,445

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 543,850 192,905 736,755 986,194 18,087,189
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △214,819
親会社株主に帰属
する当期純利益 785,496

自己株式の取得 △471

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 50,561 4,575 55,136 △3,909 51,226

当 期 変 動 額 合 計 50,561 4,575 55,136 △3,909 621,432
当 期 末 残 高 594,411 197,481 791,892 982,284 18,708,622
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連結注記表
Ｉ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 富田鉄工株式会社

ＨＯＫＵＥＩ株式会社
ＩＷＭ株式会社
協和興業株式会社
株式会社須田製作所
海陽岩淵金属製品有限公司

（連結の範囲に関する事項の変更）
令和４年10月３日付で持分法非適用の関連会社であった富田鉄工株式会社を

子会社化したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 株式会社ＴＣＭ

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
海陽岩淵金属製品有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に

あたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており
ます。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）満期保有目的の債券 …………………………償却原価法（定額法）
（ロ）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（イ）商品、製品、仕掛品、原材料 ……………総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

（ロ）貯蔵品 ………………………………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社においては定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法
在外連結子会社においては定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場
合には残価保証額）とする定額法
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度負担額を計上しております。
③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社規定に基づく当連結会計年度
末における要支給額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は

以下の通りであります。
当社及び連結子会社は、主に電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架

線金物及びコンクリートポール用品等の販売から収益を稼得しております。
顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、こ
れらの履行義務を充足する時点は、通常製品の引渡時であります。なお、「収
益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支
配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に
収益を認識しております。また、一部の連結子会社における無線関連装置等
については、当該装置等の顧客における検収時に収益を認識しております。
なお、収益は、契約に定める価格から値引きを控除した金額で算定してお

ります。
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（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、ヘッジ会計の要件を満たしており、さらに想
定元本、利息の受払条件及び契約期間がヘッジ対象となる借入金と同一で
あるため、特例処理を採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象
借入金を対象とした金利スワップであります。

（ハ）ヘッジ方法
金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を

省略しております。
② 退職給付に係る会計処理の方法
（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に全額費用処理して

おります。
（ハ）小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた
簡便法を適用しております。
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Ⅱ．重要な会計上の見積りに関する注記
「商品及び製品」の評価に関する事項
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 2,030,855千円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「商品及び製品」は、取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、期末におけ
る正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をも
って連結貸借対照表価額としております。
また、当社及び一部の連結子会社は、収益性低下の事実を連結計算書類に反映

させるため、過去の販売実績に基づき、一定の回転期間を超える場合に一律に帳
簿価額を切り下げた価額をもって連結貸借対照表価額としております。
今後、原材料価格の高騰や需要環境の変化等により、「商品及び製品」の追加的

な帳簿価額の切り下げが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影
響を与える可能性があります。

Ⅲ．会計上の見積りの変更に関する注記
（棚卸資産の評価基準の変更）

当社及び一部の連結子会社は、需要予測に基づく販売計画に照らして収益性の
低下を見積った金額を連結貸借対照表価額としておりましたが、原材料価格の高
騰や需要環境の変化等を背景とした棚卸資産の保有状況、販売実績等に鑑み、当
連結会計年度において、収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績
に反映させるよう、過去の販売実績に基づく一定の回転期間を超えた棚卸資産に
ついて、一律に帳簿価額を切り下げる方法に変更しております。
この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価が80,958千

円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額減少しており
ます。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 11,433,594千円

２．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産
建物 135,111千円
土地 2,477,600千円
合計 2,612,711千円

担保付債務
短期借入金 103,659千円
長期借入金 207,385千円
合計 311,044千円
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発 行 済 株 式
普 通 株 式 1,100,000 － － 1,100,000
合 計 1,100,000 － － 1,100,000

自 己 株 式
普 通 株 式 25,867 100 － 25,967
合 計 25,867 100 － 25,967

（注）普通株式の自己株式の増加100株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金
の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

令和４年６月28日
定時株主総会 普通株式 107,413 100 令和４年３月31日 令和４年６月29日

令和４年11月21日
取 締 役 会 普通株式 107,406 100 令和４年９月30日 令和４年12月５日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会
計年度末後となるもの
令和５年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 107,403千円
② １株当たり配当額 100円
③ 基準日 令和５年３月31日
④ 効力発生日 令和５年６月29日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画等に基づいて、所要資金を銀行借入により調
達しております。なお、デリバティブ取引については、借入金の金利変動リス
クを回避するために利用し、投機目的の取引は行わないことにしております。
余資については、短期の定期預金や安全性の高い債券等で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、取引先ごとに、与信

管理、回収状況及び残高管理を行い、必要に応じ信用状況を把握することとし
ております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の

債券であります。株式については、市場リスクがありますので、定期的に時価
評価を行っております。また、債券については、格付けの高いもののみを対象
としており、信用リスクは僅少であります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが５ヶ月以

内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は

設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、支払金利の変動リ
スクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取
引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効
性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、省
略しております。
営業債務及び借入金は、資金繰計画を作成するなどの方法により管理してお

ります。
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含ま
れておりません（（注）参照）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手
形、電子記録債権、売掛金、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、
未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額
投資有価証券
満期保有目的の債券 600,000 600,220 220
その他有価証券 1,237,999 1,237,999 －

資 産 計 1,837,999 1,838,219 220
長期借入金（１年以内に返済
予定のものを含む。） 1,032,828 1,030,371 △2,456

負 債 計 1,032,828 1,030,371 △2,456
（注）市場価格のない株式等

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 212,639

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計額
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,237,999 － － 1,237,999

資産計 1,237,999 － － 1,237,999

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計額
投資有価証券
満期保有目的の債券
社債等 － 600,220 － 600,220

資産計 － 600,220 － 600,220
長期借入金（１年以内に
返済予定のものを含む。） － 1,030,371 － 1,030,371

負債計 － 1,030,371 － 1,030,371
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
その他有価証券は上場株式であり、取引所の価格を用いて評価しているため、その時

価をレベル１に分類しております。
満期保有目的の債券は社債等であり、取引先金融機関から提示された価格に基づき評

価しておりますが、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ
ベル２に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用ス

プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベ
ル２に分類しております。

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と
一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して
おります。
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Ⅶ．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

需要分野 合計
交通信号・標識・学校体育施設関連 1,420,353
ＣＡＴＶ・防災無線関連 828,260
情報通信関連 2,556,398
配電線路関連 3,353,273
その他 2,924,374
顧客との契約から生じる収益 11,082,660
外部顧客への売上高 11,082,660

（注）収益の分解情報は、セグメントに代わる需要分野を記載しております。

２．収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書

類作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４．会計方針に関する事項
（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(残存履行義務に配分した取引価格)
当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありませ

ん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要
な金額はありません。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 16,504円46銭
１株当たり当期純利益 731円32銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅹ．その他の注記
(企業結合等関係)
持分法非適用の関連会社による自己株式の取得

１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 富田鉄工株式会社
事業の内容 電気架線金物等の金属プレス加工品の製造販売

（2）企業結合を行った主な理由
当社の持分法非適用の関連会社であった富田鉄工株式会社は、令和４年９月

26日開催の同社における臨時株主総会において、創業家が所有する同社の株式
を自己株式として取得することを決議いたしました。
これに関し、当社は、令和４年９月20日開催の取締役会において、賛成の意

思を示すことを決議し、自己株式取得日である令和４年10月３日付で富田鉄工
株式会社が完全子会社となりました。

（3）企業結合日
令和４年10月３日（みなし取得日 令和４年10月１日）

（4）企業結合の法的形式
持分法非適用の関連会社における自己株式の取得による議決権比率の上昇

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
取得直前に所有していた議決権比率 25.91％
企業結合日に追加取得した議決権比率 74.09％
取得後の議決権比率 100.00％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
富田鉄工株式会社が当社以外の株主から自己株式を取得したことにより、当

社の議決権比率が100.00％となったためであります。
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２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
令和４年10月１日から令和５年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価
企業結合前に保有していた被取得企業株式の企業結合日における取得原価
72,200千円

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額
発生しておりません。

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との
差額
発生しておりません。

６．発生した負ののれんの金額及び発生原因
（1）負ののれん発生益の金額

595,443千円

（2）発生原因
企業結合時の被取得企業の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差

額を負ののれん発生益として認識しております。

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 517,706千円
固定資産 672,864千円
資産合計 1,190,571千円
流動負債 359,225千円
固定負債 163,702千円
負債合計 522,927千円
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和５年５月17日
イ ワ ブ チ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 村 興 治

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、イワブチ株式会社の令和４年４月

１日から令和５年３月31日までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

― 51 ―

2023年05月25日 18時14分 $FOLDER; 51ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和５年５月17日
イ ワ ブ チ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 村 興 治

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、イワブチ株式会社の令和４年４月１日か

ら令和５年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、イワブチ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、令和４年４月１日から令和５年３月31日までの第73期事業
年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法および結
果につき、以下のとおり報告いたします。。

１．監査の方法およびその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役および使用人等からその構築および
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統
制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその
職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の
状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役および監
査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日 企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記
表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いた
しました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当である

と認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当である
と認めます。

令和５年５月1７日
イワブチ株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 鈴 木 健 司 ㊞
監 査 等 委 員 永 田 健 ㊞
監 査 等 委 員 土 屋 文実男 ㊞
監 査 等 委 員 髙 品 惠 子 ㊞

（注）監査等委員 永田健、土屋文実男および髙品惠子は、会社法第２条第
15号および第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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至柏国道６号

北松戸駅
跨線橋

UR都市機構

松戸競輪場

JR常磐線・千代田線

至東京

コロンブス

日本リーテック

入口
片山鉄建

当社
松戸第２工場

工業団地入口

当 社

ベルクス
北松戸店

ヤマザキ
製パン

合
同
酒
精

ス
ズ
デ
ン

第73回定時株主総会会場のご案内
会 場 千葉県松戸市上本郷167番地

当社会議室
交 通 ＪＲ－北松戸駅下車 徒歩10分

バス－ＪＲ松戸駅下車（西口バスのりば）
日大歯科病院行乗車
工業団地入口下車 徒歩１分

(会場付近略図)
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見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。
環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキ
を使用しています。

2023年05月25日 18時14分 $FOLDER; 60ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


